2005.07.15.地域包括支援センターに関する取り組み 

　・地域包括支援センターに係るアンケートへの協力のお願い

　・地域包括支援センター移行可能性に関するアンケート調査

　・地域包括支援センターに関して本会が取り組む事項

　・「地域包括ケアシステム構築のための地域におけるソーシャルワーク実践の検証に関する調査研

　　究報告書（要約版）」の送付について

○　地域包括支援センターに係るアンケートへの協力のお願い

　前略　春暖の候　会見のみなさまには益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。また、本会の事業推進については、平素より格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、本会では、現在、厚生労働省が介護保険制度改革で示した地域包括支援センターにおける社会福祉士の必置に向け、関係各所と協議をしております。

　当初、地域包括支援センターに求められる、①総合相談・支援機能、②介護予防マネジメント機能、③包括的・継続的マネジメント機能は、社会福祉士、保健師、主任ケアマネジャーの３専門職種が担うことが提案されていました。

　しかし、現在、国会で事態されていますがまだ流動的です。地域包括支援センターは各市町村に設置することが決められています。生活圏域に１ヶ所が前提とされているため、全国に５０００ヶ所程度は設置が見込まれます。社会福祉士には、総合相談・支援機能が求められたわけですが、必置を求めるには人的確保が可能であることを証明する必要があります。また、今後予想される市町村からの社会福祉士の設置に関する問い合わせに対して、早急に実態を把握することが必要です。社会福祉士は様々な分野、領域で従事しています。今回のアンケート調査は、地域包括支援センターが設置された場合、社会福祉士がどの程度、その業務に従事する可能性があるかを調査するものです。

　みなさまのご協力をお願いします。

　なお、当アンケートに伴う個人情報の保護に関しては十分気をつけます。

　＊　５月　日までに返送をお願いします。

　＊　地域包括支援センターに関する説明資料及び本会の取組経緯については、別紙をご参照下さい。

○　地域包括支援センター移行可能性に関するアンケート調査

１．基本属性について

（１）あなたの基本属性に関してお答えください（該当に○印）

　　ア）　１　男性　、２　女性

　　イ）　１　２０代　、２　３０代　、３　４０代　、４　５０代　、５　６０代以上

（２）あなたの相談援助業務の経験年数をお答えください（該当に○印）

　　　１　５年未満　、２　５年～１０年未満　、３　１０年～１９年未満

　　　４　２０年～２９年未満　、５　３０年～３９年未満　、６　４０年以上

（３）あなたの働いている市町村についてお答えください（該当に○印）

　　　１　市　、２　市（平成１６年度以降合併されて市になった）　、３　町　、４　村

　　　市町村の人口規模についてお答えください（該当に○印）

　　　１　１万人未満　、２　１万人～２万人未満　、３　２万人～５万人未満

　　　４　５万人～１０万人未満　、５　１０万人～２０万人未満

　　　６　２０万人～５０万人未満　、７　５０万人～１００万人未満　、８　１００万人以上

（４）福祉、保健、医療に関し、どのような資格をお持ちですか（該当に○印）

　　　１　介護支援専門員　、２　保健師　、３　精神保健福祉士　、４　看護師

　　　５　介護福祉士　、６　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（５）あなたの勤務している職場は次のどれですか（該当に○印）

　　　１　社会福祉法人　、２　医療法人　、３　公立　、４　その他

（６）あなたの勤務している職場は次のどれですか（該当に○印）

　　　１　老人介護支壌センターや障害者支壊センターなど地域生活支援事業所

　　　２　通所・デイなど昼間利用の施設　、３　入所施設　、４　その他

（７）あなたの勤務している職場は具体的に次のどれですか（該当に○印）

　　　１　老人介護支壌センター　、２　老人福祉関連施設　、３　介護老人保健施設

　　　４　障害者地域支援事業所（精神・知的・身体）　、５　障害者福祉関連施設

　　　６　その他の施設（児童関係・救護等）　、７　社会福祉協議会

　　　８　公的機関（福祉事務所等）　、９　医療機関　、１０　教育機関

　　　１１　独立型社会福祉士　、１２　勤務先なし　、１３　その他

（８）あなたの職種は具体的に次のどれですか（該当に○印）

　　　１　相談員　、２　指導負・生活指導員　、３　ケースワーカー・査察指導員

　　　４　福祉司　、５　ＭＳＷ　、６　ＰＳＷ　、７　介護支援専門員　、８　介護職

　　　９　管理職・事務職　、１０　ソーシャルワーカー　、１１　研究者　、

　　　１２　その他（　　　　　　　　　　　　）

（９）あなたの勤務している法人（事業所）に老人介護支援センターがありますか（該当に○印）

　　　１　はい　、２　いいえ

（10）あなたの勤務している法人（事業所）に障害者地域支援センターがありますか（該当に○印）

　　　１　はい　、２　いいえ

２．地域包括支援センターについて

（１）あなたは地域包括支援センター業務に従事したいと患いますか（該当に○印）

　　　１　はい　、２　いいえ

（２）１　はい、と答えた人はその理由をお書きください

　　　２　いいえ、と答えた人はその理由をお書きください

　　　１　はい、と答えた人は、（３）のアンケートにお答えください。

（３）地域包括支援センターに従事するための条件についてお聞きします。次の項目から、従事するための条件となる項目に○をつけてください。また、○をつけた項目には、小設問にもお答えください。

　　　１　特に条件はない。機会があればいつでも従事する。

　　　２　収入が見合えば（現在の収入相当であれば）、機会があれば従事する

　　　　　○　をつけた方は、現在のおおよその収入はどの程度ですか

　　　　　（　　　　　　　　　　　　）

　　　３　現職への復職が保証された派遣であれば、機会があれば従事する

　　　　　○をつけた方は、下記の見合う内容に○をつけてください

　　　　　　（　）派遣期間２年未満　、（　）派遣期間５年未満

　　　　　　（　）派漣期間１０年未満　、（　）派遣期間にはこだわらない

　　　４　継続的に勤務できれば、機会があれば従事する

　　　５　勤務形態（勤務時間、非常勤等）が見合えば、機会があれば従事する

　　　６　通勤可能であれば、機会があれば勤務する

　　　７　現職の区切りがつけば（時期があえば）、機会があれば従事する

　　　８　その他（自由記載）

　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　９　従事できない

　　　　　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○　地域包括支援センターに関して本会が取り組む事項

　・宛先　都道府県介護保険担当課

　・発信者　社団法人日本社会福祉士会　会長　村尾　俊明

　　　　　　島根県社会福祉士会　会長　松本　憲二郎

　平成１８年度から設置される地域包括支援センターでは、社会福祉士が総合相談・支援事業を担うことが想定されています。本会では、新たに創設された地域支援事業の実施機関の中核となる地域包括支援センターが、円滑に事業が開始されるとともに、その機能が十分に発揮されるよう、以下の事業に取り組む予定です。

１．都道府県及び市町村担当者からの問い合わせ窓口の設置

　　地域包括支援センターに関し、社会権祉士会への要望事項の問い合わせ窓口を設置します。

　　・連絡先

　　・担当者

２．地域包括支援センターに徒手する社会福祉士の研修会開催

　　地域包括支援センターに従事する社会福祉士のカ量を担保するため、全国で研修事業を行います。

　　・実施時期：２００５年１２月頃

３．地域包括支援センターに従事する社会福祉士のバックアップ体制の強化

　　日本社会福祉士会が地域包括支援センターに従事する社会福祉士のバックアップをします。

　　会員ネットワークによる支援、権利擁護に関する支援、事例検討会の開催等を予定しています。

４．支部基盤の強化

　　これらの事業を推進するため支部の基盤を強化し、支部の社団法人化を推進します。

５．その他

　　　　地域包括支援センターに関する社会福祉士（会員）の意向調査を行います。また、会見の拡

　　　大を目指すとともに地域包括支援センターに関する会員の登録システムについて検討する予定

　　　です。

○　「地域包括ケアシステム構築のための地域におけるソーシャルワーク実践の検証に関する調査研究報告書（要約版）」の送付について

　・宛先　都道府県介護保険担当課

　・発信者　社団法人日本社会福祉士会　会長　村尾　俊明

　　　　　　島根県社会福祉士会　会長　松本　憲二郎

　拝啓　時下ますますご清祥のこととご推察申し上げます。

　本会事業につきましては、平素から格段のご協力、ご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、介護保険法等の一部を改正する法律において、地域において自立した日常生活を営むことを支援する地域支援事業の創出とその実施機関として「地域包括支援センター」を市町村に整備することが盛り込まれました。

　社団法人日本社会福祉士会は、地域包括支壊センターの総合相談・支援事業の担い手として社会福祉士の配置が示されていることに鑑み、地域包括支援センターに求められるソーシャルワーク機能を明らかにすることを目的として、現在社会福祉士が地域で実践している事例におけるソーシャルワーク機能を検証する調査研究を進めて参りました。

　このたび、その研究報告書をまとめましたので、要約版をご送付させていただきます。地域包括支援センター事業の円滑な実施に向けた検討の参考にして頂ければ幸いです。

　なお、同報告書（要約版）は全国の市町村介護保険担当課に送付していることを申し添えます。
